
目　的

多可町では、町内既存企業の設備投資の拡大や企業立地等を促進し、今後も安定した雇用の創出と
地域の活性化を図るため、特定工場が国の準則により敷地面積に対して整備すべき緑地面積割合等
を緩和する「多可町工場立地法準則条例」を制定しました。

多可町工場立地法準則条例　概要
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対象業種

対象工場

国の準則で定める敷地面積に対する割合（%）

町内に企業施設を有しない企業が、新たに町内に企業施設を設置して事業を営むことをいう。

町内に企業施設を有する企業が、高度化または事業転換のため、町内に新たに企業施設を設置し
または拡張して事業を営むことをいう。

企業の操業開始の日までに、企業施設の設置または拡張に要した費用のうち、土地、建物及び償
却資産の取得費の合計額をいう。　

企業の操業に伴い、常時雇用従業員（雇用保険被保険者に限る。以下「常時従業員」という。）
を新たに雇用し、１年以上雇用することをいう

促進特別措置

新設または拡張に係る製造業及びサービス業等事業用設備を構成する家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地（土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当
該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して、
課する固定資産税について課税免除することができます。ただし、課税免除をすることができ
る期間は、当該課税免除をした最初の年度以降３年間とします。

町内に住所を有する者の常時従業員の新規採用に対し、操業開始の日から３年間雇用奨励金を
支給します。ただし、その支給額は１名当たり５万円を限度とし、同一人につき１回限り支給
します。

町税の課税免除

雇用奨励金の支給

「企業進出」とは？

「事業高度化」とは？

「投下固定資産額」とは？

「常時従業員の新規雇用」とは？

製造業、電気供給業（水力、地熱、太陽光を除く）
ガス供給業、熱供給業

敷地面積合計 9,000 ㎡以上又は建築面積合計 3,000 ㎡以上

国の準則で定める敷地面積に対する割合（％）

生産施設 30％～ 65％以下（業種によって異なる）

環境施設 10％以上＝緑地 5％以上＋緑地以外の環境施設 5％以上

※1　緑地以外の環境施設とは、噴水・水流・池その他、屋外運動場・広場
　　 屋内運動施設、教養文化施設、雨水浸透施設、太陽光発電施設など

届出義務 届出から９０日間は着工不可

〇緑地 5％以上（ただし、敷地周辺に 2.5％以上）

〇残り 5％以上は緑地又は緑地以外の環境施設※1

重複緑地※250％まで
※2　重複緑地とは、緑地と駐車場の重複である緑化駐車場、緑地と太陽発電施設の重複である芝生地の上に
　　 太陽光発電施設を設置した土地、事務所棟や工場棟が屋上緑化されている場合など
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